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環 境 方 針

鹿島は“100年をつくる会社”として、

長期的な環境ビジョンを全社で共有し、

環境保全と経済活動が両立する持続可能な社会の実現を目指す。

自らの事業活動における環境負荷の低減はもとより、
建造物のライフサイクルを考慮し、

低炭素社会、資源循環社会、自然共生社会の実現を目指す。 

上記取組みを支える共通の基盤として
● 環境の保全とその持続可能な利用に資する技術開発を推進する。

● 事業に関わる有害物質につき自主管理も含め予防的管理を推進する。
● 積極的な情報開示を含め、広く社会と連携を図る。
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資源循環
自然共

生低炭素

トリプルZero2050 トリプルZero2050 
鹿島環境ビジョン鹿島環境ビジョン

自社活動と
提供する建造物からの
CO2排出ゼロ

資源の循環利用と
建造物の長寿命化による

廃棄物ゼロ

自然・生物への影響抑制と
新たな生物多様性創出
によるインパクトゼロ

Zero Zero Zero Zero Zero Zero 
 Waste Waste  Impact ImpactCarbonCarbon

● 鹿島環境ビジョン： トリプルZero2050
2013年4月に策定した「鹿島環境ビジョン:トリプルZero2050」は、持続
可能な社会を「低炭素」「資源循環」「自然共生」の三つの視点でとらえ、
2050年までに鹿島が達成すべき将来像を「Zero Carbon」「Zero Waste」

「Zero Impact」と表現しました。

三つの「ゼロ」はそれぞれ、リスク（自社の事業活動での負荷軽減で実現する
もの）、機会（社会や顧客への提案を通じて実現していくもの）の二つの観点
で構成しています。

鹿島では、2015年のパリ協定での国際合意、2016年に日本の低炭素目
標が定められたことなどを受け、2018年5月にトリプルZero2050のZero 
Carbonの目標値を見直しました。

● ターゲット2030
「トリプルZero2050」を目指す取組みの核となる活動を抽出し、設計や施工
それぞれの段階で可能な限り定量的に2030年の到達点を示したものです。

鹿島環境ビジョン

● ビジョン策定の背景
鹿島は、建設事業における環境上のリスクと機会を以下のように評価しています。

低炭素
社会

●2050年80％削減という先進国の温暖化ガス削減目標に対応するため、再生可能エネルギーの導入とともに社会の省エネルギー化が急務である。
●なかでも建築物の省エネ化は削減効果とともに費用対効果、対応の容易さの点からも優先度の高い施策として位置づけられており、ゼロエネルギービルへ

の取組みを中心に建設業への期待は大きい。
●資源使用量が多く、資材の生産・加工・輸送に関わるCO2排出も大きい。

資源循環
社会

●建設業は資源消費量、廃棄量の大きい産業であることから、資源利用の効率化の余地あり。
●他産業由来のものも含め再生材活用のポテンシャルが大きく、資源循環への役割が大きい。
●建造物の長寿命化を通じ、ストック社会の創出にも役割は大きい。

自然共生
社会

●建設事業を通じて直接自然環境を改変する立場にあり、地域の生態系に関与している。都市再開発等では生物多様性復元のポテンシャルも大きい。
●人口の都市集中が進むなか、都市での生物多様性復元の重要性は高まる。
●木材調達等、資源調達を通じて採取場所の生物多様性にも関わる。

目指す社会 トリプルZero2050 ターゲット2030

持続可能
な社会

低炭素社会
温室効果ガスの人為的排出量
と地球の吸収量がバランスする
社会

Zero Carbon
鹿島グループの温室効果ガス排出量

（スコープ1、2、3）を2013年度比で
80％以上削減し、Zero Carbonを目
指す。

（全社共通）
全社の温室効果ガス排出量（スコープ1、2）の原単位を2013年度比で30％以
上削減する（※施工量一定として総量でも30％削減に相当）。
スコープ3についても、サプライチェーンと協力しその削減に貢献する。

（施工）
現場からの温室効果ガス排出原単位を2013年度比で30％以上削減

（建築設計）
新建築物の運用段階CO2を国の省エネ基準値比で30％以上削減
ZEB readyの汎用化およびトップランナーでNet ZEBを実現

資源循環社会
良質なインフラ資産を基盤に
サスティナブルな資源で更新
されゼロエミッションが進展し
た社会

Zero Waste
建設廃棄物のゼロエミッション化と
ともに、サスティナブル資材の活用、
建造物の長寿命化により建設事業で
の"Zero Waste"を目指す。

建設廃棄物最終処分率0％
主要資材*での再生材利用率60％以上
*主要資材（鋼材、セメント、生コンクリート、砕石、アスファルト）

自然共生社会
自然・生物に対する負荷が少
なく、そこからの生態系サービ
スを持続的に享受できる社会

Zero Impact
建設事業における自然・生物への影
響を抑制し、新たな生物多様性の創
出・利用を促進することで、建設事業
全体で"Zero Impact"を目指す。

生物多様性創出プロジェクトの推進
生物多様性ネットワークの拠点（コア）となる良質プロジェクトを社会に蓄積

共通基盤
●有害物質の管理：予防的対応の徹底（特に汚染土壌、石綿）、化学物質等の管理徹底
●技術開発
●社内外への積極的な情報提供
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3ヵ年目標と2019年度実績

3カ年（2018~2020年度）目標 2019年度目標 2019年度実績

Zero 
Carbon

低炭素

施工
●施工時CO2排出量原単位2013
年度比8％削減

●CO2排出量削減率6％ CO2排出量削減率20％

設計
●建築物省エネ法適合義務化に
おけるQCDSE整合性の確保

●建築物省エネ法適合義務化
に伴う行動計画の推進

● �建物用途に応じた独自課題
を設定·管理

● CO2削減におけるトップラン
ナー育成

●BELS等ラベリング制度の積
極的活用の推進

● �BELS、CASBEE新築、
CASBEEウェルネスオフィス、
LEED NCなど認証取得に向
けた取組み中の案件多数
�今年度「CASBEEーウェル
ネスオフィス認証」で国内最
高スコア、「CASBEEスマー
トウェルネスオフィス認証」
Sランクを取得

●社内省エネ基準値
（20%削減）の達成

● �15.9%削減

Zero 
Waste
資源循環

施工 ●汚泥を含む最終処分率3％未満
●汚泥を含む最終処分率
3％未満

●最終処分率3.9％（汚泥含む）

設計 ●グリーン調達の推進
●4品目以上提案、実施設計図
書への明示と採否最終確認

●提案 平均5.2品目

Zero 
Impact
自然共生

● 生物多様性優良プロジェクト
の推進

●優良プロジェクトの推進 
6件／年以上 優良プロジェクト8件を選定

●施工による環境影響の抑制（特
に有害物質、汚濁水の管理など）

●施工による環境影響の抑制
（特に有害物質、汚濁水の
管理など）

有害物質や汚濁水による環境
影響なし

共通基盤

トリプルZeroを支える研究開発及び技術·サービスの推進

研究開発

●環境保全と持続可能な利用に
資する研究技術開発の推進

●現業部門への成果展開件数3
年間で6件以上

●環境貢献研究開発：6件
●環境貢献技術展開：2件

環境指定テーマ：17件
成果展開：8件

環境
エンジニア
リング

●グループと⼀体になった環境
経営の推進

●トリプルZeroに基づいた技術
の刷新、プロジェクトの創出

●環境における提案力の向上、
プロジェクトメイキング

●重点4分野の取組み強化
●次世代技術·プロジェクトへ
の取組み、環境フェア（４支
店）のフォロー及び要請64
案件に対応

エンジニア
リング

●環境に優れた⽣産施設を顧客
に提供する

●プロジェクトごとにトリプル
Zeroの取組み方針及び化
学物質への対応を確認

●本部DR、施工検討会で確認
（対象プロジェクト
すべてに実施：７件）
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マテリアルフロー

■データ対象範囲：鹿島単体のすべて
・建設現場：国内及び海外の直轄現場の全て（国内関連会社及び海外現地法人は対象外）
・オフィス：鹿島単体国内及び海外に設けたオフィスの全て（国内関連会社及び海外現地法人は対象外）

■第三者検証に関して
・�2019年度の環境パフォーマンスデータ温室効果ガス排出量（SCOPE1・2・3）、エネルギー使用量、上水使用量、有害物質、廃棄物排出量について 

一般財団法人日本品質機構による第三者検証を受けています。第三者検証を受けた項目には  マークを記載しました。（検証書類を末頁に添付） 

■ 建設現場
INPUT

● エネルギー

  電力 12,099 万kWh

  軽油 63,383 kℓ

  灯油 1,261kℓ

  重油 142 kℓ

● 水 60.9 万m3

● 主要建設資材 227.6 万t

■ オフィス
INPUT

● エネルギー

  電力 2,540万kWh

  軽油 5kℓ

  灯油 10kℓ

  重油 10kℓ

  ガス 16.3万m3

  熱・蒸気・冷却 14,776GJ

● 水 15.0万m3

OUTPUT

● CO2排出量 22.7万t

● 建設発生土 201.4万m3

● 有害物質回収量

　アスベスト含有建材 6,197 t

　フロン・ハロン 0.2 t

　蛍光管 43.3 t

● 建設廃棄物 145.5万t

● 最終処分量 5.7万t

OUTPUT

  CO2排出量 1.3万t

  廃棄物発生量 2,096.5 t

施工によるCO2排出量

総排出量 22.7万t-CO2

原単位 17.6 t-CO2/億円

削減率 20%

建設廃棄物の発生量と最終処分量

発生量 145.5万t

発生量（汚泥除く） 88.4万t

最終処分量 5.7万t

最終処分量（汚泥除く） 2.9万t

最終処分率 3.9%

最終処分率（汚泥除く） 3.3%
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Zero Carbon 
――― 低炭素 ――― 

スコープ別CO₂排出量（建設現場とオフィス）
2015 2016 2017 2018 2019

スコープ1 万t-CO₂ 20.4 18.5 19.0 20.5 17.0 

スコープ2 万t-CO₂ 7.4 8.8 9.8 6.0 7.0 

（年度）

建設現場からのCO₂排出量
1990 2013 2017 2018 2019

総排出量 万t-CO₂ 46.8 22.8 27.4 25.1 22.7 

原単位 t-CO₂/億円 25.8 22.0 21.4 20.0 17.6 

削減率 % - - 16.9※ 9.0 20.0 

（年度）

間接的なCO₂削減貢献量
2015 2016 2017 2018 2019

グリーン調達（高炉セメント・コンクリート）

に伴うCO₂削減貢献量 万t-CO₂ 9.9 10.4 10.0 9.4 9.3 

建物の省エネルギー設計
に伴うCO₂削減貢献量※ 万t-CO₂ 76.6 129.3 39.0 31.3 48.8 

計 万t-CO₂ 86.5 139.7 49.0 40.7  58.1 

（年度）

※2017年度から、当該年度に竣工した自社設計建築物の省エネルギー設計に伴う削減貢献量（年間）に建築物のライフサイクル（30年）を乗じた数値としました。過去の数値も再計算しました。

エネルギー使用量
2015 2016 2017 2018 2019

全エネルギー消費量※ 万MWh 118.6 120.1 113.6 115.4 109.1 

化石燃料消費量 万MWh 81.4 74 75.9 81.8 68.0 

　　　　うち 建設現場 万MWh 81.2 73.7 75.6 81.6 67.8 

　　　　うち オフィス 万MWh 0.2 0.3 0.3 0.2 0.2 

電力購入量 万MWh 13.1 16.4 13.5 11.9 14.6 

　　　　うち 建設現場 万MWh 10.6 13.8 10.8 9.4 12.1 

　　　　うち オフィス 万MWh 2.5 2.6 2.7 2.5 2.5 

蒸気・熱・冷却購入量
（オフィスのみ） 万MWh 1.0 0.7 0.6 0.6 0.6 

（年度）

※全エネルギー消費量は電力購入量を一次エネルギー換算した数値を合計しているため、下3段の単純合計値とは異なります。

スコープ３（スコープ１、２以外の間接排出）
2018 2019

スコープ３全体 万t-CO₂ 235.1 413.1 

うちカテゴリ１※

（購入した製品・サービス） 万t-CO₂ 117.9 126.1 

うちカテゴリ１１※

（販売した製品の使用） 万t-CO₂ 103.6 257.9 

（年度）

※カテゴリ１：建設業としての主要資材である、砕石・アスファルト・セメント・生コンクリートを対象に算定
※カテゴリ１１：当該年度に竣工した自社設計建築物のライフサイクル(30年と設定)の運用時CO2排出量を計上

主要国内グループ会社スコープ別CO₂排出量
2018 2019

スコープ1 万t-CO₂ 5.6 5.1  

スコープ2 万t-CO₂ 1.9 1.7  

（年度）

※当社の主要グループ会社14社(不動産開発会社を除く連結会社9社および施工系・環境系の国内グループ会社)から排出されたCO2を算定

※2017年度削減率は基準年が1990年度となります。
※2018年度実績からは削減率の基準年を2013年度に変更し計算を行っています。
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建設廃棄物の発生量と最終処分
2015 2016 2017 2018 2019

発生量 万t 248.6 230 198.8 199.4 145.5 

発生量（汚泥除く） 万t 162.6 123.6 123.4 130.2 88.4 

最終処分量 万t 16.1 13.2 4.8 8.5 5.7※ 

最終処分量（汚泥除く） 万t 5.0 3.3 2.6 5.8 2.9 

最終処分率 ％ 6.5 5.8 2.4 4.3 3.9 

最終処分率（汚泥除く） ％ 3.1 2.7 2.1 4.5 3.3 

（年度）

※総廃棄物処分量：建設現場（上表）とオフィス（別表：オフィスの廃棄物発生量）の合計は58,667.5t

海外現場は廃棄物に関する基準や処理方法が国によって大きく異なるため、算定対象外としています。

品目別リサイクル率
品目 コンクリート塊 アスファルト・コンクリート塊 発生木材

2017 2018 2019 2017 2018 2019 2017 2018 2019

処
理
区
分

リサイクル率 % 99.9 99.7 99.8 99.6 99.7 99.8 97.5 97.5 94.1 

減量化率 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 1.5 4.0 

最終処分率 % 0.1 0.2 0.2 0.4 0.3 0.0 0.9 1.0 1.9 

総計 % 100 100 100 100 100 100 100 100 100 

品目 建設汚泥 混合廃棄物
2017 2018 2019 2017 2018 2019

処
理
区
分

リサイクル率 % 86.8 87.0 86.2 74.6 69.8 67.7 

減量化率 % 10.2 9.1 9.0 5.3 4.2 7.2 

最終処分率 % 3.0 3.8 4.7 20.0 26.0 25.0 

総計 % 100 100 100 100 100 100 

（年度）

品目別処理量
品目 コンクリート塊 アスファルト・コンクリート塊 発生木材

2017 2018 2019 2017 2018 2019 2017 2018 2019

処
理
区
分

リサイクル量 t 827,177 797,971 559,495 135,460 139,679 117,001 31,011 42,700 25,178 

減量化量 t 119 28 49 23 26 35 506 673 412 

最終処分量 t 831 1,994 1,069 490 439 9 288 421 506 

総計 t 828,127 799,992 560,612 135,972 140,144 117,044 31,806 43,794 26,096 

品目 建設汚泥 混合廃棄物
2017 2018 2019 2017 2018 2019

処
理
区
分

リサイクル量 t 647,646 601,964 435,015 27,742 35,982 25,374 

減量化量 t 76,445 62,959 50,535 2,413 2,177 2,716 

最終処分量 t 22,404 26,601 27,127 7,442 13,415 9,372 

総計 t 746,495 691,524 512,676 37,596 51,574 37,462 

（年度）

Zero Waste 
―― 資源循環 ―― 
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水使用量
2015 2016 2017 2018 2019

建設現場 万m3 141.7 159.7 86.5 71.3 60.9 

オフィス 万m3 13.6 12.7 14.8 15.6 15.0 

合計 万m3 155.3 172.4 101.3 86.9 75.9 

（年度）

2019年度品目別発生量
品目 発生量 発生量/全体

コンクリート塊 565,402 39%

アスファルト・コンクリート塊 117,044 8%

発生木材 26,747 2%

建設汚泥 571,229 39%

混合廃棄物 37,462 3%

その他 136,946 9%

合計 1,454,830 100%

主要資材の使用量と再生材使用量
主要資材 2017 2018 2019

セメント・コンクリート
総使用量 t 1,270,000 1,460,063  1,558,339 

再生材使用量 t 390,314 368,654  365,654 

再生材使用率 % 31 25  23 

砕石
総使用量 t 909,000 674,733  691,046 

再生材使用量 t 278,000 445,273  441,925 

再生材使用率 % 31 66  64 

アスファルト
総使用量 t 54,000 53,947  26,378 

再生材使用量 t 43,000 44,656  25,036 

再生材使用率 % 80 83  95 

合計
総使用量 t 2,233,000 2,188,743  2,275,763 

再生材使用量 t 711,000 858,583  832,615 

再生材使用率 % 32 39  37 

オフィスの廃棄物発生量
2015 2016 2017 2018 2019

廃棄物 t 1,389.6 1,414.8 1,942.4 2,036.4 2,096.5 

（年度）

（年度）

Zero Waste 
―― 資源循環 ―― 
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PCB含有機器の処分
2015 2016 2017 2018 2019

個数 個 52 24 8 22 105 

（年度）

アスベスト含有建材回収量
2015 2016 2017 2018 2019

回収量 t 21,329.2 13,250.5 17,490.1 56,926 6,197 

（年度）

有害物質処分量（2017年度より開示）
2019

処分量 t フロン・ハロン、廃蛍光管（水銀）、石綿及びその他有害物質 216,398 

（年度）

廃蛍光管回収量
2015 2016 2017 2018 2019

回収量 t 48.1 34.9 42.2 77.9 43.3 

（年度）

土壌汚染調査の実績
2015 2016 2017 2018 2019

指定調査機関としての調査件数 件 5 17 17 14 9 

うち法調査件数 件 0 5 5 7 4 

（年度）

大気汚染物質の排出量
2015 2016 2017 2018 2019

NOX t 1,340 1,220 1,250 1,346 1,120 

SOX t 200 180 185 200 167 

（年度）

フロン・ハロン回収量
2015 2016 2017 2018 2019

回収量 t 3.4 0.1 5.3 1.5 0.2 

（年度）

Zero Impact 
―― 有害物質の管理 ―― 
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1.取組み概要
鹿島は2010年度より以下の理由で環境会計の対象を建設廃棄物に限定したセグメント会計に移行しています。
●建設廃棄物はマニフェスト管理されており、数値（品目別の排出量・処理処分量）の精度が高いこと。
●これまでの環境会計の調査結果から、廃棄物は全環境コストの半分を占める最大のコスト要因であること。
●廃棄物処理をコスト、環境影響の両面から評価し、ゼロエミッションへのインセンティブとして活用できること。

3.評価
●廃棄物処理全般に起因するCO2排出量0.9万ｔは施工起因の23万ｔの4%程度に相当します。（2018年度は5％）
●施工高に占める廃棄物処理費の割合は1.2%（2018年度も1.2%）。

4.環境対応に関する研究開発投資額
●2019年度の環境対応に関する研究開発投資額は10,507百万円でした。

算定手法
【数量】

●マニフェスト伝票の数値を環境情報システムで一元管理しており、そこから出力しています。
【処理費】

●工事ごとの処理単価を集計し、支店別·品目別に平均処理単価を設定しています。
【CO₂排出量】

●関東地区にて品目別に標準的な処理方式の廃棄物処理施設を選定し、処理量、エネルギー使用量、
	 維持·消耗品、施設建設費より処理量あたりのCO₂原単位を作成しています。
●管理型廃棄物処分場については既往の調査文献より推定しています。
●バウンダリーは現場から最初に搬出される中間処理施設·処分場までとし、当該施設以降は対象外としています。
●海外現場は廃棄物に関する基準や処理方法が国によって大きく異なるため、対象外としています。

2.主要建設廃棄物での集計結果
品目 排出量（124.5万ｔ） 処理費（101.3億円） CO₂排出量（0.9万ｔ）

汚泥 507,533 4,918 3,918t 
コンガラ 560,389 2,983 2,801t 
アスコンガラ 117,038 467 638t 
混合廃棄物（管理） 31,911 1,034 1,156t 
混合廃棄物（安定） 2,112 62 162t 
木くず 26,092 669 370t 
合計 1,245,074 10,133 9,044t 
参考:全廃棄物 1,454,830 - 9,921t 

主要品目比率 86% 91%

建設業の特性として以下が挙げられます。
●混合廃棄物と木くずは、排出量に比べ処理費用への影響が大きくなっています。
●ｺﾝガﾗ、ｱｽガﾗは容易にリサイクルされるため排出量に比し費用·CO2排出量への影響は小さくなっています。

2019年度環境会計報告

鹿島建設株式会社環境データ集 2020

9



環境マネジメントシステム認証

環境マネジメント体制

全
社
環
境
委
員
会

委
員
長
・
社
長

土木部門 土木管理本部 支店 現場

支店 現場

土木設計本部

建築管理本部
建築設計本部

建築部門

環境エンジニアリング部門 環境本部

エンジニアリング事業本部

技術研究所

エンジニアリング部門

研究開発部門

事務局: 環境本部地球環境室

部門横断的な課題対応
● 環境マネジメント部会
● 施工環境部会
● サステナブル調達部会
● 自然共生部会

ISO14001の認証登録範囲は、本社ビル群、技術研究所、全支店の16拠点です。
（ただし開発事業本部は認証登録外）

鹿島は、ISO14001に準拠して環境マネジメン
トシステムを運用しています。社長を委員長と
する全社環境委員会のもと、土木、建築、環境
エンジニアリング、エンジニアリング、研究開発
の5つの部門で推進し、部門横断的な課題に
ついては環境マネジメント、施工環境、サステナ
ブル調達、自然共生の4つの部会を設けて活
動しています。

国内グループ会社については、比較的環境負
荷の大きい施工関連会社と連携して取り組ん
でいます。
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第三者保証報告
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